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【提出先】 近畿財務局長

【氏名又は名称】 株式会社ラクス　代表取締役社長　中村　崇則
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【変更報告書提出事由】 保有目的の変更

株券等保有割合の1%以上の増加

株券等に関する担保契約等重要な契約の変更
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第１【発行者に関する事項】

発行者の名称 株式会社プラスアルファ・コンサルティング

証券コード 4071

上場・店頭の別 上場

上場金融商品取引所 東京証券取引所（プライム市場）

第２【提出者に関する事項】
１【提出者（大量保有者）／１】

（１）【提出者の概要】

①【提出者（大量保有者）】

個人・法人の別 法人（株式会社）

氏名又は名称 株式会社ラクス

住所又は本店所在地 大阪市北区鶴野町１番９号

旧氏名又は名称

旧住所又は本店所在地

②【個人の場合】

生年月日

職業

勤務先名称

勤務先住所

③【法人の場合】

設立年月日 2000年11月1日

代表者氏名 中村　崇則

代表者役職 代表取締役社長

事業内容 クラウド事業

④【事務上の連絡先】

事務上の連絡先及び担当者名 株式会社ラクス　取締役　経営管理本部長　宮内　貴宏

電話番号 06-6376-3330

（２）【保有目的】

提出者と発行者との間の資本業務提携の取り組みをさらに深化させ、両社間の連携を一層強化し、より強固な中長期的パー

トナーシップを構築するため。

提出者は、発行者との間で、2026年7月14日付けで、2025年11月14日付け資本業務提携契約書に関する覚書（以下「本覚書」

といいます。）を締結しております。本覚書において、提出者と発行者は、取締役候補者の指名に関し、以下の合意を行っ

ております。

提出者は、本株式譲渡完了後、発行者に対し取締役候補者（以下「派遣取締役」といいます。）を指名し派遣することがで

きること。派遣取締役の指名人数は、原則として最大１名とし、その役割は非業務執行の取締役に限定するものとするこ

と。ただし、発行者の事前の書面による合意がある場合は、当該指名人数の制限を超えて派遣取締役を派遣することができ

ること。派遣取締役の適否については提出者と発行者の間で協議を行うものとし、かつ発行者の指名報酬委員会にて当該派

遣取締役候補者について肯定的な答申を得られることを条件とすること。
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（３）【重要提案行為等】

（２）記載のとおり、派遣取締役の指名を行う予定です。

（４）【上記提出者の保有株券等の内訳】

①【保有株券等の数】

法第27条の23

第3項本文

法第27条の23

第3項第1号

法第27条の23

第3項第2号

法第27条の23

第3項第3号

株券又は投資証券等（株・口） 9,411,100

新株予約権証券又は新投資口

予約権証券等（株・口）
A - H O

新株予約権付社債券（株） B - I P

対象有価証券カバードワラント C J Q

株券預託証券

株券関連預託証券 D K R

株券信託受益証券

株券関連信託受益証券 E L S

対象有価証券償還社債 F M T

他社株等転換株券 G N U

合計（株・口） V 9,411,100 W X Y

信用取引により譲渡したこと

により控除する株券等の数
Z

共同保有者間で引渡請求権等

の権利が存在するものとして

控除する株券等の数

AA

保有株券等の数（総数）

（V+W+X+Y-Z-AA）
AB 9,411,100

株券、株券預託証券及び株券

信託受益証券のうち保有潜在

株券等の数に加算すべきもの

の数

AC

保有潜在株券等の数

（A+B+C+D+E+F+G+H+I+J+K+L

+M+N+O+P+Q+R+S+T+U+AC）

②【株券等保有割合】

発行済株式等総数（株・口）

（2026年7月14日現在）
AD 42,390,750

提出者及び共同保有者の保有潜在株券等の

数
AE

保有潜在株券等のうち共同保有者間で引渡

請求権等の権利が存在するものとして控除

する潜在株券等の数

AF
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上記提出者の株券等保有割合（％）

（AB/（AD+AE-AF）×100）
22.20

直前の報告書に記載された

株券等保有割合（％）

（５）【当該株券等の発行者の発行する株券等に関する最近60日間の取得又は処分の状況】

年月日 株券等の種類 数量 割合 市場内外取引の別 取得又は処分の別 単価

2026年5月18日 普通株式 21,900 0.05 市場外 取得 2,275

2026年5月19日 普通株式 21,000 0.05 市場外 取得 2,373

2026年5月20日 普通株式 21,000 0.05 市場外 取得 2,373

2026年5月21日 普通株式 21,100 0.05 市場外 取得 2,359

2026年5月22日 普通株式 21,000 0.05 市場外 取得 2,370

2026年5月25日 普通株式 20,200 0.05 市場外 取得 2,468

2026年5月26日 普通株式 19,600 0.05 市場外 取得 2,540

2026年5月27日 普通株式 19,300 0.05 市場外 取得 2,589

2026年5月28日 普通株式 19,400 0.05 市場外 取得 2,576

2026年5月29日 普通株式 19,000 0.04 市場外 取得 2,626

2026年6月1日 普通株式 18,600 0.04 市場外 取得 2,676

2026年6月2日 普通株式 18,900 0.04 市場外 取得 2,635

2026年6月3日 普通株式 18,700 0.04 市場外 取得 2,664

2026年6月4日 普通株式 19,100 0.05 市場外 取得 2,609

2026年6月5日 普通株式 18,700 0.04 市場外 取得 2,668

2026年6月8日 普通株式 18,900 0.04 市場外 取得 2,638

2026年6月9日 普通株式 18,800 0.04 市場外 取得 2,654

2026年6月10日 普通株式 18,700 0.04 市場外 取得 2,662

2026年6月11日 普通株式 18,700 0.04 市場外 取得 2,662

2026年6月12日 普通株式 18,700 0.04 市場外 取得 2,665

2026年6月15日 普通株式 19,200 0.05 市場外 取得 2,665

2026年6月16日 普通株式 19,800 0.05 市場外 取得 2,521

2026年6月17日 普通株式 19,900 0.05 市場外 取得 2,502

2026年6月18日 普通株式 19,300 0.05 市場外 取得 2,585

2026年6月19日 普通株式 19,600 0.05 市場外 取得 2,545

2026年6月22日 普通株式 19,800 0.05 市場外 取得 2,514

2026年6月23日 普通株式 20,000 0.05 市場外 取得 2,492

2026年6月24日 普通株式 19,900 0.05 市場外 取得 2,506

2026年6月25日 普通株式 19,800 0.05 市場外 取得 2,513

2026年6月26日 普通株式 19,900 0.05 市場外 取得 2,507

EDINET提出書類

株式会社ラクス(E31878)

変更報告書

4/7



2026年6月29日 普通株式 19,300 0.05 市場外 取得 2,582

2026年6月30日 普通株式 18,800 0.04 市場外 取得 2,647

2026年7月1日 普通株式 19,100 0.05 市場外 取得 2,615

2026年7月2日 普通株式 18,400 0.04 市場外 取得 2,704

2026年7月3日 普通株式 17,600 0.04 市場外 取得 2,836

2026年7月6日 普通株式 17,200 0.04 市場外 取得 2,906

2026年7月7日 普通株式 17,100 0.04 市場外 取得 2,921

2026年7月8日 普通株式 16,900 0.04 市場外 取得 2,949

2026年7月9日 普通株式 16,900 0.04 市場外 取得 2,948

2026年7月10日 普通株式 16,200 0.04 市場外 取得 3,448

2026年7月14日 普通株式 6,906,100 16.29 市場外 取得 3,350
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（６）【当該株券等に関する担保契約等重要な契約】

提出者は、2026年7月14日付けで、Oasis Management Company Ltd.が管理又は運用するファンドである

Oasis Investments II Master Fund Ltd.、Oasis Japan Strategic Fund Ltd.、及びOasis Japan Strategic Fund Y Ltd.

（以下、総称して「オアシス」といいます。）との間で、オアシスが保有する発行者の普通株式6,906,100株（以下「本株

式」といいます。）の全てを提出者が譲り受ける（以下「本株式譲渡」といいます。）ことを内容とする株式譲渡契約（以

下「本株式譲渡契約」といいます。）を締結いたしました。本株式譲渡は、公正取引委員会から私的独占の禁止及び公正取

引の確保に関する法律に基づく排除措置命令を行わない旨の通知を受けること等を条件に実行される予定です。本株式譲渡

の実行は2026年8月21日頃を予定しておりますが、審査の状況により日程は変更される場合があります。

提出者は、オアシスとの間で、本株式譲渡契約において、発行者の株主総会（臨時株主総会を含みます。）における議決権

行使の基準日が、本株式譲渡のために提出者に譲渡された本株式に相当する株式数の増加の記載又は記録が完了した日の前

日以前に到来する場合、当該株主総会の日の前営業日以前に本株式譲渡が実行されることを条件として、オアシスが提出者

の指示に従って本株式に係る議決権を行使することを合意しております。

提出者は、発行者との間で、2026年7月14日付けで、2025年11月14日付け資本業務提携契約書（以下「本資本業務提携」とい

います。）に関する本覚書を締結しております。本覚書において、提出者と発行者は、本資本業務提携による取り組みをさ

らに深化させ、両社間の連携を一層強化し、より強固な中長期的パートナーシップを構築するため、大要、以下の合意を

行っております。

①　提出者は、本覚書締結以降、発行者の事前の書面による承諾がある場合、又は提出者からの書面承諾の要請に対して発

行者から30日以内に何らの応答もない場合を除き、直接又は間接を問わず、本株式譲渡完了後に追加で発行者の株式を取得

してはならないこと。ただし、提出者が第三者と組織再編行為を行い、又は第三者の株式を取得する場合であって、当該第

三者が提出者の意図によらず発行者の株式を保有していた場合は、取得にあたり発行者の事前の書面承諾を要しないものと

するが、当該株式について速やかに売却その他の方法により処分すること。

②　提出者は、本株式譲渡完了後、発行者に対し取締役候補者（以下「派遣取締役」といいます。）を指名し派遣すること

ができること。派遣取締役の指名人数は、原則として最大１名とし、その役割は非業務執行の取締役に限定するものとする

こと。ただし、発行者の事前の書面による合意がある場合は、当該指名人数の制限を超えて派遣取締役を派遣することがで

きること。派遣取締役の適否については提出者と発行者の間で協議を行うものとし、かつ発行者の指名報酬委員会にて当該

派遣取締役候補者について肯定的な答申を得られることを条件とすること。

③　本株式譲渡完了後、提出者がその保有する発行者株式を特定の第三者に譲渡しようとする場合には、発行者に対し、譲

渡の実行予定日の30日前までに書面によりその旨を通知すること。この場合において、当該譲渡の相手方は、発行者と敵対

する第三者として発行者が予め指定する者以外の者であることを要すること。発行者又は発行者が指定する第三者は、当該

譲渡の対象となる株式（以下「譲渡対象株式」といいます。）の全部又は一部を買い取ることができる権利を有すること。

発行者が当該権利を行使する意思を上記通知の受領後20日以内に示さない場合、又は当該権利を行使する旨を提出者に通知

してから30日以内に譲渡対象株式の譲渡対価を提出者に支払わない場合、又は当該権利を行使する旨を提出者に通知してか

ら30日以内に譲渡対象株式の譲渡対価を提出者に支払わない場合には、提出者は、当該権利が行使されるべき期間の満了後

120日間に限り、上記通知に記載した条件よりも譲渡の相手方にとって有利でない条件により、当該譲渡対象株式を譲渡する

ことができること。

④　(1)譲渡する量を問わず、提出者が金融商品取引所市場を通じて不特定多数の第三者に売却する場合、及び(2)発行者の

発行済株式総数の累計5%以内の範囲で、ポートフォリオ調整又は一部の投資利益確定の目的で行われる第三者（発行者と敵

対する第三者として予め発行者が指定する者以外の者であることを要します。）への相対譲渡の場合には、③の定めは適用

されないこと。ただし、提出者は発行者に対し、譲渡の実行予定日の15日前までにその旨を書面により通知すること。

⑤　提出者は、発行者の株主総会において、発行者の取締役会が賛成する会社提案に関し、反対の委任状勧誘を行わず、ま

た、他の発行者株主に対して積極的に働きかけて反対を組織する等、発行者の経営陣による自律的な経営判断及びガバナン

スを不当に阻害する行動を行わないこと。ただし、発行者の経営陣による判断、決定又は行動が、法令若しくは定款に違反

し、又は発行者の企業価値若しくは株主共同の利益を著しく損なうおそれがある場合であって、その内容及び判断理由を事

前に発行会社に通知した場合はこの限りではないこと。なお、本⑤の合意は、提出者による議決権行使の内容を拘束するも

のではないこと。

⑥　提出者の保有する発行者株式の保有比率が、提出者による発行者株式の譲渡その他の事由により、発行者の発行済株式

総数から発行者の保有する自己株式の数を控除した数の15%を下回るに至った場合には、本覚書は自動的にその効力を失い終

了すること。

（７）【保有株券等の取得資金】

①【取得資金の内訳】

自己資金額（AG）（千円） 29,296,681
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借入金額計（AH）（千円）

その他金額計（AI）（千円）

上記（AI）の内訳

取得資金合計（千円）（AG+AH+AI） 29,296,681

②【借入金の内訳】

名称（支店名） 業種 代表者氏名 所在地
借入

目的

金額

（千円）

③【借入先の名称等】

名称（支店名） 代表者氏名 所在地
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